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１. 事業継続計画（BCP）

とは



特定非営利活動法人特定非営利活動法人事業継続推進機構事業継続推進機構
A Specified NonA Specified Non--Profit Japanese CorporationProfit Japanese Corporation

Business Continuity Advancement Organization (BCAO)Business Continuity Advancement Organization (BCAO)

1.11.1 事業継続（ＢＣ）の概念事業継続（ＢＣ）の概念

現状の予想復旧曲線

BC実践後の復旧曲線 出典：内閣府 事業継続ガイドラインから引用、一部修正
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1.2 事業継続計画の必須要素

①自らが重大な被害を受け、リソース制約が発生

することを認識し、重要業務を選定して対応する

②重要業務に継続・実施に関して、時間・水準の実

施目標を持っている

③業務プロセスを分析して制約要因の改善策を見

出すアプローチを行う

④事前対策、災害発生後の対応、平常時の維持

管理、継続的な見直しの各要素をすべて含む
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1.3 災害後の事業継続の重要項目

① 指揮命令系統の明確化

② 本社等重要拠点の機能の確保

③ 対外的な情報発信および情報共有

④ 情報システムのバックアップ

⑤ 製品・サービスの供給

なお、⑤が一時停止しても、①～④ができ
ており、停止が許容時間内であればよい。
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1.4 目標復旧時間等の決定のプロセスフロー

重要業務の

選定
自社の利益、

売上高、

資金繰り

それらの時間

的推移
社会的な

供給責任

許容中断時間
現状で可能な

復旧時間

経営判断としての

目標復旧時間

ギャップを認識

事業継続対策の

効果・費用の検討

許容中断時間の

検討

継続的な見直し
事業継続対策の

実施

リスク分析、業務

プロセス分析、被

害想定

重 要 業務のボト

ルネック資源・要

素の把握

取引先の事業継

続要請、在庫
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２. BCPの普及状況



2.1 事業継続計画の策定状況

「企業の事業継続及び防災の取組に関する実態
調査（内閣府防災担当）平成20年1月実施
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2.2 日本の各業界の策定動向

業 種 動 向

金融・証券・生
保

業界基準等もあり、情報システムの災害対策は先進的。
当局の指導で策定が進むが、レベルの検証は今後の課題。

社会インフラ 災害復旧、インフラサービス継続の対策は実施済み。
自組織の活動の続は、新型インフルエンザが見直しの契機に。

製造
サプライチェーンを構成しているので、必要性の認識高まる。
取引先への事業継続の取組状況のみ調査が増えて。
半導体業界などは、中小企業での取組みも始まっている。

物流・卸・商社
取引先からの事業継続が求められている。
事業継続の取組で他社との差別化を図る動きが出ている。

スーパー、コン
ビニ、店舗等

コンビニ、ガソリンスタンド等の店舗は地域における救援ステー
ションとして期待されている。
新型インフルエンザ蔓延時の事業継続の必要性が高い。

ホテル・娯楽施
設

顧客の安全確保だけでなく災害後のケアが必要。
取組が始まっているが、早期普及が待たれる状況。
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2.3 行政機関のＢＣＰ策定状況

① 中央省庁業務継続策定ガイドライン（2007年6月）

中央省庁のＢＣＰ策定は今年度から本格化

② 国土交通省が先行策定

・本省：2007年6月、関東地方整備局：2007年7月（改
定）、中部地方整備局：2008年3月

③ 農林水産省が策定：2008年3月、今年度、内閣府、総
務省等が策定

④ 都道府県も策定へ

・徳島県が策定（2008年3月）

・東京都（中間発表済み）、大阪府、京都府、愛媛県、
愛知県等が策定中 11
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2.4 地震防災戦略での普及目標

東海地震、東南海･南海地震、首都直下地震の地震防
災戦略（中央防災会議決定）の経済被害軽減戦略：

今後１０年間で事業継続計画を策定している

企業の割合を大企業でほぼ全て、中堅企業

において過半を目指す。

首都直下地震の地震防災戦略（平成18年4月）
http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/taisaku_syuto/pdf/senryaku/sen.pdf

東海地震、東南海・南海地震の地震防災戦略（平成17年3月）
http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/taisaku_toukai/pdf/senryaku/honbun.pd
f
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３．BCPと他のリスク対応

との関係



3.1 従来の防災計画とＢＣＰの比較

従来の防災計画 BCＰ(行政の業務継続計画）

視点

被災地へ支援の計画

行政機関自体の被害は明確に
は想定されていない

対応すべき対策を漏れなく記
載している

主に防災部門、土木部門、福
祉部門等の取組み

◆公的機関の人員・施設も甚大な被

害を受けることを前提

◆優先的に実施する業務（応急業務

＋重要継続業務）に絞り込む＜ガ

バナンスの観点＞

◆サプライチェーンでの対策・対応

の必要性を重視

指標
死傷者数、物的損害額

救助・救援の迅速さ

業務の重要度、優先度を社会的
影響等で計測

業務実施の目標時間を重視

以下の新しい視点をプラス
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3.2 ＢＣＰが有効なリスクとは？

① ＢＣＰの方法論の根幹は、リソースの代替、それが困
難なら被害抑制（補強）。リソースの代替（補強）が有
効なリスクはＢＣＰで対応ができる

例 火事、爆破・放火、占拠、誘拐（仕事がとまらない
側面） 、 新型インフルエンザ、コンピュータウイルス

② 一方、代替がない、代替・補強に意味のないリスクに
は平時向けのリスク対策が必要

例 コンプライアンス違反・不祥事（信用、名声に代替はない）

施設利用者事故（代わりの施設を用意しても意味がない）

③ なお、初動対応体制は、ＢＣＰ対策が幅広く応用可能
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3.3 応急業務にも必要な優先順位と目標時間

① 行政も被害が受ければリソースに相当の制約が生じる
→ 応急業務にも明確な優先度をつけることが必要

– BCPのビジネスインパクト（業務影響度）分析が必要

② 優先度の指標は、行政では社会的な評価が中心に

– 社会が期待する重要業務の実施レベルを想定、そ
れを下回った場合や上回った場合の影響度を評価

– 尺度は、被災者、議会、マスコミ、有識者等の評価

③ 重要な業務ごとに「目標時間」を決定

– 応急対策業務は、被災後に新規に実施されるので「
復旧」ではわかりにくい →「目標時間」

– 意味は、目標“実施”時間、目標“稼動”時間など 16



3.4 地域防災計画とBCP

① 「地域防災計画」を策定、応急対策や予防対策が定め
られている BCPと並立？ 屋上屋を架す？

② 現状の地域防災計画の問題点

・行政の施設・設備や職員が甚大な被害を受けること
が想定されていない。重大な被害発生を直視すべき

③ BCPの手法で地域防災計画の補強（溶け込ませるの
でもよい） ←ただし、他の脅威のBCPもあるので留意

・自らの被害を想定、計画通り活動ができるかをリソー
ス確保の可否等の観点から検証

・目標時間の達成の制約となるリソースの被害を代替
または補強により抑制 17



3.5 継続的な改善が実施していけるか

① Business Continuity Managementであり、組織経営の
マネジメントである。維持管理と継続的改善がなされ
なければ、意味がなく、評価されない

② PDCA（Plan Do Check Act)サイクルに基づくマネジメ
ントシステムとしての対応が必要

③ BCPの維持管理、改善、教育、訓練の方法を決めた
計画も必要～例：各業務の維持管理担当者、情報更
新時期明示

④ 異動の際に引継ぎが不可欠 ←組織として確認

⑤ 初のBCPからレベルアップが行われない
→当初計画で未対応の課題を書き残しておくべき

18
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４ ＢＣPの普及策
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●内閣府（中央防災会議）

事業継続ガイドライン 第１版（2005年８月）

事業継続ガイドライン 第１版の解説書 （2007年３月）
http://www.bousai.go.jp/kigyo-machi/jigyou-keizoku/guideline01_und.pdf

●中小企業庁経営安定対策室

中小企業BCP策定運用指針（2006年２月）

http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html

●経済産業省 情報セキュリティ政策室

事業継続計画策定ガイドライン（2005年３月）

http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g50331d06j.pdf

4.1 政府のＢＣＰガイドライン等
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4.2 官庁営繕部の施設機能検討

① 内閣府の「中央省庁業務継続ガイドライン」に基づいて各

省庁は業務継続計画を作成

② 業務継続が確実に行われるには、官庁施設が発災時に

も有効に機能しなければならない。施設に要求される機

能を的確に把握し、業務継続を考慮した施設の機能確保

に関する検討を行う

③ 「業務継続計画を踏まえた官庁施設の機能確保に関す

る研究会」を設置

④ 2007年4月：「業務継続のための官庁施設の機能に関す

る指針（案）」を公表
http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/14/140414_.html
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4.3 地方自治体のIT部門のＢＣＰ促進

① 「電子自治体の推進に関する懇談会」セキュリティ・
ワーキンググループ(座長：大山 永昭 東京工業大
学教授、丸谷も委員）：2007年11月～

② すべての地方自治体の情報通信部局を対象に、地
震、火災及び水害等を想定した「地方公共団体にお
けるＩＣＴ部門の業務継続計画（ＢＣＰ）策定に関する
ガイドライン」2008年8月公表
http://www.soumu.go.jp/s-news/2008/080821_3.html

③ 今後、今年度内に数自治体の策定を支援。NPO法人
事業継続推進機構が支援予定
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4.4 ＮＰＯ法人事業継続推進機構（ＢＣＡＯ）

① 2006年１月、専門家、有識者等によって設立

② 活動内容：ＢＣの普及・啓発、専門家育成、標準化、

表彰、調査研究・情報提供、講演会など

③ 2008年7月末日現在、約536名の個人会員(学生会員

を含む)、94社の法人会員（個人活動枠10人または5

人）、資格会員406名。活動人員は1,420名

④ 研究会、勉強会、関西支部、地域勉強会等で活発に

活動

⑤ 「初級事業継続管理者」は1,000名以上の合格者

⑥ ＢＣＡＯのホームページ（http://www.bcao.org/）
23
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4.5 中小企業への普及方策

① ＢＣＰ策定に先進的に取り組んだ企業に対しては、
何らかのメリットが必要

→ メリットを与える判断基準として「評価制度」

が必要

② 基礎的な指導は、中小企業支援主体と取引先から

→商工会議所等の中小企業支援団体に期待

→支援者も一緒に理解できる段階的な解説書を

③ 地域のＢＣＰ策定企業の勉強会が有効

④ ＢＣＰ普及は、サプライチェーンからの要求がある企
業が先行すると見込まれる
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① 丸谷が原案作成、NPO法人事業継続推進機構会
員等からの意見を集約（著作権は同機構が保有）

② 基礎的な防災対策が進んでいない企業･組織を想
定

③ ３部構成で、全24ステップ。導入途中で停滞する懸
念があっても、それまでの取組みが無駄にならな
い

④ NPO法人事業継続推進機構のHPから公表

http://www.bcao.org/scbcpstepupguide.htm

4.6 中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイドとは
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http://www1.pref.tokushima.jp/005/01/kibou/
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4.8 東京商工会議所のガイド

① 「中小企業のＢＣＰ(事業継続計画）策定推進研究会」
を開催(座長：首都大学東京 中林教授、丸谷も参加）

② 「災害に備えよう！みんなで取組むＢＣＰ（事業継続計
画）マニュアル（第一版）＜東京版中小企業ＢＣＰステ
ップアップ･ガイド＞を2007年12月5日発表
http://www.tokyo-cci.or.jp/chiiki/bcp/

③ 東京都と連携して、普及・推進のためのインセンティブ
(金融支援など)のあり方を検討

④ 2008年10月より、数十社を対象に策定講習会（連続５
回）開催（講師はBCAOが派遣）
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4.9 静岡県の取組み

① 「静岡県事業継続計画モデルプラン（第１版）
～静岡県浜松地区中小製造業をケースとし
て」を策定：2006年

② 「静岡県BCP普及研究会」を設立2008年4月（
座長：富士常葉大学池田教授）

③ 「BCP指導者養成講座」を開催：2008年6月。
中小企業診断士ほか中小企業支援者が中心
。ステップアップ・ガイドを使用。講師はBCAO
より派遣

④ BCAO静岡勉強会を立上げ（2008年8月） 29



30

4.10 愛知県の取組み

中小企業向けBCP策定
マニュアル「あいちBCP
モデル」（2008年3月）
http://www.quake-
learning.pref.aichi.jp/bcpmodel.html

①コンサルタントに委託して
独自に作成

②成果文書のイメージ

③今後、普及に向けた活動
を開始の見込み

30
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4.11 関東地方整備局の取組み

① 関東地方整備局は、ＢＣPを今年策定済み

② 「建設会社のための災害時の事業継続簡易ガ
イド」を12月7日発表
http://www.ktr.mlit.go.jp/kyoku/saigai/bcp/kanigaido.pdf

※ステップアップ・ガイド」の新版(3.0版)の前半
部を建設業向けにカスタマイズ

③ 全国の地方整備局に提供、普及に着手

④ 一部工事の入札・契約の総合評価に加味する
ことを検討中
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５．新型インフルエンザ
とBCP



34

5.1 地震･風水害と新型インフルエンザの
被害の比較

地 震 風水害 新型インフルエンザ

地理的影
響範囲

地域的・広
域的

地域的 広範囲・国家・地球
規模被害

対象 物的被害、
人的被害

同左 人的被害、社会機
能被害

影響期間 短期間 同左 長期間、複数の波
発生

予告 予告なし 直前に予
告あり

ある程度前に予告
あり



5.2 新型インフルエンザの復旧曲線のイメージ

発生

時間軸

100%

感染の継続事前

地震タイプ

許容限界
（数ヶ月視野）

▲
大流行

▲
小康状態

操
業
度
（
製
品
供
給
量
、
売
上
げ
な
ど
）

対策なしの予想復旧曲線

事業継続計画ありの復旧曲線

○操業度は徐々に下がる・ある時期に急に下がるなど様々

○許容限界は、短期的でなく、数ヶ月視野の中期的なもの

新型インフル
エンザタイプ

注：あくまで一つの例示である

企業ごとに
低下の仕方
は様々
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第２章「BCPの導入経緯と期待される

効果」

第３章「BCP、BCMの経済的効果とは」

第４章「BCPの重要項目とその普及度」

第５章「BCPの普及のツール～中小企業

を中心に」

第６章「都道府県の中小企業BCP普及策」

第７章「行政のBCPの必要性と特徴」

第８章「今後の普及･展開に向けて」

著書 「事業継続計画の意義と経済効果」

～平常時に評価される実践マネジメントへ～

株)ぎょうせい 2500円
2008年5月発刊
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ありがとう
ございました

丸 谷 浩 明
経済学博士（京大）

財団法人 建設経済研究所 研究理事

NPO法人 事業継続推進機構 理事長
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